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牧 正英教授略歴・主要業績

─略 歴─

学 歴

１９３２年５月 大阪市で生まれる。

１９４８年４月～１９５１年３月 私立高槻高等学校卒業

１９５１年４月～１９５５年３月 関西学院大学文学部社会学科卒業（文学士）

１９５５年４月～１９５７年３月 関西学院大学大学院文学研究科社会学専攻修了（文学修士）

１９７２年９月～１９７３年９月 米国ミシガン州立大学に留学（学院長期留学）

職 歴

１９５５年４月～１９５９年３月 関西学院大学文学部助手補

１９５９年４月～１９６０年３月 関西学院大学文学部嘱託助手

１９６０年４月～１９６５年３月 関西学院大学社会学部専任講師

１９６５年４月～１９７３年３月 関西学院大学社会学部助教授

１９７３年４月～ 関西学院大学社会学部教授

１９８３年４月～ 関西学院大学大学院社会学研究科博士課程前期課程指導教授

１９８５年４月～１９８８年３月 関西学院大学評議員（学部選出）

１９８６年４月～１９８７年３月 関西学院大学総合教育研究室副室長

１９９２年４月～１９９４年３月 関西学院大学評議員（全学選出）

１９８７年４月～１９９５年３月 関西学院大学総合教育研究室室長

１９９５年４月～１９９９年３月 関西学院大学社会学部長

１９９５年４月～１９９９年３月 関西学院大学評議員（学部長としての学部評議員）

学会および社会における活動

日本社会学会会員

関西社会学会会員

日本労使関係研究協会会員

日本労務学会会員

経済社会学会会員

社会政策学会会員

数理社会学会会員

１９８７年６月～１９８８年６月 豊中市人権教育推進委員協議会委員

１９８８年４月～１９９１年３月 日本私立大学連盟教育研究活性化部会委員

１９９７年４月～現 在 関西学院大学出版会評議員

１９９７年４月～現 在 関西学院同窓会評議員
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─著 書─
高齢化社会と労働問題 恒星社厚生閣 １９９４年５月
──職場組織活性化の研究───

─翻 訳─
ウイリアム．A．フォーンス著
産業社会と疎外 法律文化社 １９７５年６月

─修士論文─
R．ベイルズのスモール・グループに於ける相互作用分析 １９５７年３月

─学術論文─
システムの局面運動に関する一考察 関西学院社会学第四輯 １９５８年１２月

関西学院大学社会学研究室

小集団の組成 その（一） 関西学院社会学第五輯 １９５９年５月
関西学院大学社会学研究室

問題解決集団における課題役割と社会的役割 社会学部紀要創刊号 １９６０年１１月
・・R．ベイルズの実験結果を中心として・・ 関西学院大学社会学部

小集団理論と調査 社会学部紀要第３号 １９６１年９月
関西学院大学社会学部

大企業停年退職者の流出過程 社会学部紀要第９・１０号 １９６４年１１月
関西学院大学社会学部

わが国の定年制の諸問題 論 攷 第 １２ 号 １９６５年１０月
・・特に銀行業種の定年制に関する一考察・・ 関 西 学 院 大 学

現代社会学 ・資料と解説・（編集 居安正・間場寿一） 現代社会学資料と解説 １９７８年４月
V．産業化と労働問題 （分担執筆） アカデミア出版会

高齢化社会と労働問題 社会学部紀要第４６号 １９８３年３月

・・職場組織の活性化問題を中心として・・ 関西学院大学社会学部

高齢化社会と労働問題 社会学部紀要第４９号 １９８４年１２月
・・加齢と職業能力・・ 関西学院大学社会学部

高齢化社会と労働問題 社会学部紀要第５２号 １９８６年３月
・・加齢と職業能力に関する社会的アプローチ・・ 関西学院大学社会学部

高齢化する日本社会 社会学部紀要第５９号 １９８９年３月

・・将来に向けての問題点・・ 関西学院大学社会学部

高齢化する日本社会 社会学部紀要第６３号 １９９１年３月
・・大企業と中小企業の中高年労働者について・・ 関西学院大学社会学部

社会学部設立３０周年記念論文集

シニア労働の活用と課題 オムニマネジメント １９９５年１月
（分担執筆） 社団法人日本経営協会

高齢化社会の雇用保障について： 社会学部紀要第８０号 １９９８年３月
日本人事行政研究所「高齢化社会にふさわしい人事管 関西学院大学社会学部
理制度の在り方と移行過程」の調査資料との比較研究

高齢化社会と労働問題に関する実証的研究－その�－ 社会学部紀要第８４号 １９９９年１２月
関西学院大学社会学部

高齢化社会と労働問題に関する実証的研究－その�－ 社会学部紀要第８６号 ２０００年３月
関西学院大学社会学部
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─共同執筆─
最近アメリカにおける文化人類学の一般的研究 関西学院社会学第二輯 １９５６年１２月
（倉田和四生） 関西学院大学社会学研究室

神戸市在住華僑の生態（張光夫） 社会学部紀要第８号 １９６４年１月
関西学院大学社会学部

酒造りの労働の組織 社会学部紀要第１５号 １９６７年１２月
・・産業社会学的研究・・（萬成博） 関西学院大学社会学部

地方官庁における変動過程に関する調査研究（�） 社会学部紀要第２２号 １９７１年３月
（遠藤惣一） 関西学院大学社会学部

地方官庁における変動過程に関する調査研究（�） 社会学部紀要第２４号 １９７２年３月
（遠藤惣一） 関西学院大学社会学部

歯科医師の行動様式（遠藤惣一・西山美瑳子） 社会学部紀要第３９号 １９７９年１２月
・・実証研究のためのパイロット・スタディー・・ 関西学院大学社会学部

データ分析による歯科医師研究の一試論 社会学部紀要第４０号 １９８０年３月
（遠藤惣一・西山美瑳子） 関西学院大学社会学部

某市歯科医師の意識調査結果概要 第 ３４ 巻 ４ 号 １９８１年７月
（遠藤惣一・西山美瑳子） 日 本 歯 科 医 師 会

歯科患者に関する社会学的実証研究（�） 社会学部紀要第４４号 １９８２年３月
・・患者通院圏マッピング分析および患者実態・意識調査 関西学院大学社会学部
全体集計結果・・（遠藤惣一・西山美瑳子）

歯科患者に関する社会学的実証研究（�） 社会学部紀要第４５号 １９８２年１２月
・・患者実態・意識調査クロス集計分析・・ 関西学院大学社会学部

（遠藤惣一・西山美瑳子）

歯科患者に関する社会学的実証研究（�） 社会学部紀要第４６号 １９８３年３月
・・多変量解析および自由意見回答の KJ法的分析・・ 関西学院大学社会学部

（遠藤惣一・西山美瑳子）

歯科患者の実態・意見調査結果からみた「通院パタ－ン」に 第 ３７ 巻 １ 号 １９８４年３月
関する多次元解析（遠藤惣一・西山美瑳子） 日 本 歯 科 医 師 会

学生アルバイトに関する実証的研究（その１） 社会学部紀要第６０号 １９９８年１０月
・・関西学院大学社会学部のケース・スタディ・・ 関西学院大学社会学部

（遠藤惣一・西山美瑳子）

歯科医療の現状と課題 社会学部紀要第６４号 １９９１年１１月
・・社会学的実証研究・・（遠藤惣一・西山美瑳子） 関西学院大学社会学部

地域医療における歯科医師の実態と役割 第 ４４ 巻 １１ 号 １９９２年２月
（遠藤惣一・西山美瑳子） 日 本 歯 科 医 師 会

学生アルバイトに関する実証的研究 （その２） 社会学部紀要第７０号 １９９４年３月
・・中京以西アルバイト学生４０００人の実態・意識調査結果 関西学院大学社会学部
の分析・・（遠藤惣一・西山美瑳子）

─調査報告書─
いすず木曜ナイターの効果測定（監修） 白光社企画調査室 １９６２年７月
・・受け身の分析と自動車会社のイメージ・・

大阪府職員意識アンケート調査結果の概要 大阪府総務部 人事課 １９６９年１２月
第一次報告書（遠藤惣一）

大阪府職員意識アンケート調査結果の概要 大阪府総務部 人事課 １９７０年５月
第二次報告書（遠藤惣一）

大阪府職員意識アンケート補完調査結果の概要 大阪府総務部 人事課 １９７０年８月
（遠藤惣一）
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第２章大分地方における活性化 平成元年度・２年度文部省科学研究費
第２節潤いのある町づくりの湯布院（地方文化の総合的研究 補助金総合研究（Ａ）研究成果報告書
－維持・変容と活性化の条件－研究代表者 越井郁朗） 所収 １９９１年３月

大学活性化への提言 社団法人日本私立大学連盟 １９９１年１０月
・・教員人事制度の改善に向けて・・
第�章 教育研究条件の整備 （分担執筆）

第３章 北海道におけるもう一つのリゾートの実績と構想 平成５・６年度科学研究費補助金総合
第４節 帯広市（リゾート文化の開発と地域社会の変貌 研究（Ａ）研究成果報告書所収
・・もう一つのリゾート北海道の場合） １９９５年９月

研究代表者 金屋平三

─教育関係 担当ゼミ別報告書─
労働生活の質「労働生活の質」調査報告シリーズ NO．１ 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８１年１月
・・化学工業の従業員意識調査・・ 関西学院大学社会学部

尼崎市歯科患者調査結果報告書 社会学部産業社会学研究室 １９８１年１０月
（遠藤惣一・西山美瑳子） 地域医療研究会

労働生活の質「労働生活の質」調査報告シリーズ NO．２ 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８２年１月
・・縫製工業 A社従業員意識調査・・ 関西学院大学社会学部

定年延長の実態と最近の動き 地方自治にしのみや第２０号 １９８２年４月
西宮市管理職員等職員組合教宣部

労働生活の質「労働生活の質」調査報告シリーズ NO．３ 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８３年３月
・・縫製工業 TS社従業員意識調査・・ 関西学院大学社会学部

労働生活の質「労働生活の質」調査報告シリーズ NO．４ 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８４年３月
・・縫製工業 TS社従業員意識調査： 関西学院大学社会学部

多変量解析による分析結果──

労働生活の質「労働生活の質」調査報告シリーズ NO．５ 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８５年３月
・・電気機器製造業某社の従業員意識調査： 関西学院大学社会学部

単純、クロス集計および多変量解析による分析結果―

労働生活の質「労働生活の質」調査報告シリーズ NO．６ 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８７年３月
・・化学工業の従業員意識調査分析多変量解析： 関西学院大学社会学部

数量化�類による分析結果・・

労働生活の質「労働生活の質」調査報告シリーズ NO．７ 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８８年３月
・・縫製工業 A社従業員意識調査分析多変量解析： 関西学院大学社会学部

数量化�類による分析結果・・

歯科患者の社会学的実証研究 牧・遠藤・西山ゼミナール １９８９年３月
・・関西大都市圏某市の患者意識実態調査の多変量解析－ 関西学院大学社会学部

学生アルバイトに関する調査研究（No．１） 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９０年３月
・・関西学院大学社会学部学生全体調査クロス集計・・ 関西学院大学社会学部

学生アルバイトに関する調査研究（No．２） 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９１年３月
・・関西学院大学社会学部学生全体調査多量解析・・ 関西学院大学社会学部

日本の歯科医師の意見と現状についての調査研究（その１）牧・遠藤・西山ゼミナール １９９２年３月
・・３大都市圏地域の歯科医師１５０５人の意見と実態に 関西学院大学社会学部

ついての集計結果と多変量解析・・

日本の歯科医師の意見と現状についての調査研究（その２）牧・遠藤・西山ゼミナール １９９３年３月
・・北海道、秋田、福井、福岡、鹿児島、沖縄１道５県の 関西学院大学社会学部

歯科医師１，１８４人の意見と実態についての集計結果と
多変量解析

歯科患者の社会学的実証研究 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９４年４月
・・関西大都市圏 A市の患者意識実態調査の多変量解析－ 関西学院大学社会学部

学生アルバイトに関する調査研究（�３） 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９５年３月
・・中京以西アルバイト学生４，０００人の実態意識調査の地 関西学院大学社会学部

域別、国公私大別にみた多変量解析研究
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学生アルバイトに関する調査研究（�４） 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９６年３月
・・中京以西アルバイト学生の実態意識調査の 関西学院大学社会学部

多変量解析結果

学生アルバイトに関する調査研究（�５） 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９７年３月
・・中京以西アルバイト学生の実態意識調査の 関西学院大学社会学部

多変量解析結果

学生アルバイトに関する調査研究（�６） 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９８年３月
・・中京以西アルバイト学生の実態意識調査の 関西学院大学社会学部

多変量解析結果

学生アルバイトに関する調査研究（�７） 牧・遠藤・西山ゼミナール １９９９年３月
・・中京以西アルバイト学生の実態意識調査の 関西学院大学社会学部

多変量解析結果

─学会発表─
システムの局面運動に関する一考察 関西社会学会第９回 １９５８年５月
・・特に R．ベイルズの理論を中心として・・

社会体系の概念について 関西社会学会第１０回 １９５９年５月
・・その基礎的諸課題の検討・・

小集団の組成と変動 日本社会学会第３２回 １９５９年１０月

リーダーシップの概念について 関西社会学会第１５回 １９６４年５月

大企業定年退職者の流出過程 日本社会学会第３７回 １９６４年９月

定年制に関する意識調査 関西社会学会第１６回 １９６５年５月

伝統産業における重点部会 関西社会学会第１８回 １９６７年５月
・・酒造りの労働の組織・・（萬成博・清野正義）

官庁における変動過程に関する調査研究 日本社会学会第４３回 １９７０年１０月
（遠藤惣一）

官庁の組織研究
・・一地方官庁における実証研究・・（遠藤惣一） 関西社会学会第２２回 １９７１年６月

官庁の組織研究
・・一地方官庁における実証研究・・（遠藤惣一） 日本社会学会第４４回 １９７１年１０月

重点部会 産業構造の変革にともなう労働者の態度と行動 関西社会学会第２３回 １９７２年５月
繊維産業労働者の定着意識
・・縫製品工業の事例における定着意識・・

（代表・萬成博）

歯科医師の行動様式 日本社会学会第５２回 １９７９年１０月
・・実証研究のためのパイロット・スタディ・・
（１）社会的背景（職業的条件）（遠藤惣一・西山美瑳子）

今日の大学教育 民主教育協会近畿支部昭和６２年度 IDE学生生活研究セミナー １９８７年８月
・・学生への評価・・
入学選抜による評価

学生アルバイトについての実証的研究（西山美瑳子） 関西労務学会西部部会 １９９１年１２月

─研修歴─
G. W. Hewes University of Colorado, Recent Trends in 京都アメリカセンター １９５５年７月修了
American Anthropology

M. J. Levy, The Structure of Society 京都アメリカセンター １９６０年７月修了

S. M. Lipset 京都アメリカセンター １９６３年７月修了
Class Structure in America and Social Change and
Social Mobility
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Peter I. Rose Smith College 京都アメリカセンター １９７０年７月修了
Perspectives on Race, Nationality and American Dream

─その他─
倉田和四生教授記念号によせて 社会学部紀要第７６号 １９９７年３月

関西学院大学社会学部

西山美瑳子教授記念号によせて 社会学部紀要第７７号 １９９７年３月
関西学院大学社会学部

オーギュスタン・ベルグ名誉博士特集号によせて 社会学部紀要第７８号 １９９７年１０月
関西学院大学社会学部

杉山貞夫教授記念号によせて 社会学部紀要第７９号 １９９８年３月
関西学院大学社会学部

張 光夫教授記念号によせて 社会学部紀要第８０号 １９９８年３月
関西学院大学社会学部

船本弘毅教授記念号によせて 社会学部紀要第８１号 １９９８年１０月
関西学院大学社会学部

村川 満教授記念号によせて 社会学部紀要第８２号 １９９９年３月
関西学院大学社会学部
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牧正英教授記念号によせて

社会学部長 � 坂 健 次

牧先生は１９５１年に、関西学院大学文学部社会学科にご入学になりました。その後、大学

院に進学され、１９５５年には文学部助手補、５９年には嘱託助手となられました。１９６０年には

社会学部の創設とともに専任講師として着任されました。１９６５年には同助教授、１９７３年に

は教授、１９８３年には大学院社会学研究科博士課程前期課程指導教授となられました。社会

学部に就任されてから数えましても４０年間、学生・院生時代を含めますと実に半世紀もの

間、関学とともに歩んでこられたのであります。それも、単に関学とともに歩んだといい

うのではなく、関学のため、社会学部のため一筋に尽くしてこられたと申しあげるべきで

しょう。

先生は、１９９５年以来学部長として２期４年間をおつとめになりました。社会福祉学科が

発足しましたのは１９９９年の４月ですが、その実質的な準備をなさったのはすべて牧学部長

の時代です。また、一昨年１１月には日本社会学会大会を関学で開催いたしました。関学は

以前１９７１年にも大会を開催いたしました。そのときにも牧先生は敏腕を振るわれました

が、今回は大会委員長をおつとめになりました。在職中に二度にわたって日本社会学会大

会のお世話をされた社会学者は、日本のなかでも牧先生はお一人ではないかと思います。

その他、学内にあっては、合計７年間にわたって大学評議員をおつとめになりましたし、

総合教育研究室副室長（８６－８７）、同室長（８７－９５）として要職をこなされました。海外

に目を向けては、学部長時代、ドイツ・ボン大学やパリの日本研究所との国際的な学術交

流をお進めになりました。

地域にあっては豊中市人権教育推進委員会協議会委員を、全国にあっては日本私立大学

連盟の教育研究活性化部委員をおつとめになりました。

先生のご専門は、中小企業論、産業社会学、労働問題でありますが、多くの関連の調査

をなさってこられました。企業の従業員の意識調査、歯科医師の調査、官庁の調査、酒づ

くり労働組織調査、学生アルバイト調査、などです。その成果のごく一端は『高齢化社会

と労働問題―職場組織の活性化問題の研究―』という著書にまとめられています。もっと

も、お若いときには大道安次郎先生のご指導のもと、タルコット・パーソンズやとりわけ

ベールズなど理論的な研究にも従事されました。このベールズの研究は、日本の社会学者

としてはもっとも早いものだったのではないかと思います。

社会学部が創設されて、２０００年には満４０周年を迎えます。創設のときからのスタッフと

しては牧先生が最後です。その牧先生がこのたび退官されるということで、社会学部も大

きく世代代わりをすることになりました。先生は最終講義のときに、学部が守っていくべ

き点を「３つのお願い」と称してご指摘になりました。一つは、親密性に支えられた共同

性を維持すること［創設期の社会学は実際にも雰囲気的にもこじんまりとし、人間的な結びつき

が濃密でした］、二つ目は、学院運営に関心をもつべきこと［牧先生は学部内では財務諸表を

まともに読むことのできたおそらくは唯一の先生でした］、三つ目は学部創設以来の伝統であっ
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た、海外との学術交流の持続です［牧先生自ら、ドイツやフランス、人民大学との学術交流にご

尽力されたことは上にも述べました］。

私たちは、先生ご自身がお引きになった路線とこうした「３つのお願い」をしっかりと

守りつつ、また新しい時代の使命にも応えることができるよう努力していきたいと思って

おります。
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高齢化社会と労働問題に関する実証的研究―その�―＊

牧 正 英＊＊

目 次

前８４号承前

４ 我が国中小企業グループの事例研究

ａ 日本カノマックス・グループの概要

ｂ 調査対象企業Ｎ社の概要と単純集計

ｃ マルチ レスポンス（多項目選択質問）集計

ｄ クロス集計

ｅ 年齢を外的基準とした林数量化理論第�類の

判別分析

ｆ 自由回答

第３章 高齢化社会に向けてあるべき人事労務管理を

考えるための基礎調査

１ 研究の主題と方法

２ 調査実施の概要と分析の方法

３ 単純集計

４ クロス集計

５ クラスター分析（Rモード）

６ 従業員数を外的基準変数とした林数量化理論

第�類の判別分析

７ 資本金を外的基準変数とした林数量化理論第

�類の判別分析

第４章 むすび

参考文献

前８４号承前

我が国の高齢化社会の労働問題は、いつに高齢者の

雇用問題が重要な課題となっている。前８４号では、こ

れらの課題について、我が国の中小企業の事例を中心

に考察を進めてきた。この結果、高齢者の雇用問題は、

経済的な要因と労働条件の要因、そのなかでも、労働

条件の内容は高齢者の就業を左右する要因であること

がわかった。

今回の研究は、この点の検討をさらにめざしたもの

で、第３章で新たに実施した中小企業調査においては、

人事担当者の高齢者雇用についての考えを聞くことも

重要との考えから調査を行った。この結果、我が国の

中小企業の人事担当者や前号の事例研究での中小企業

に働く高齢者は、高齢者の再教育や再訓練という方法

が雇用対策上必要であるということが労使双方の意見

として判明した。

４ 我が国中小企業グループの事例研究

さて、今一つの団地内企業をとり上げたので前号と

同様に分析を行ないたい。

ａ 日本カノマックス・グループの概要

大阪府吹田市にある調査対象の中小企業は日本カノ

マック・グループ１）に属し、精密計測機器の研究・開

発、製造、国内外への販売を行なっている中小企業で、

創業は昭和９年である。企業名はここでは N社とす

る。従業員総数は１３５名（１９８５年現在）である。今回、

この企業を選定した理由は、精密計測機器の研究・開

発の分野で先端をいく中小企業であり、このような先

端分野での高齢者の雇用の実態を明らかにすることが

その目的である。

ｂ 調査対象企業Ｎ社の概要と単純集計

調査対象者は３０歳以上の男子従業員で、その内訳は

営業４、製造１０、事務１３、技術２５、その他部門１の計

５３名である。調査方法は自記式質問紙法と留置法で、

５３名全員に配布した。有効回収は全票であった。

質問票は、高齢者の雇用状況を比較するために用意

された F社と同様の調査票を使用した。そして、分析

方法は、単純集計、マルチ レスポンス（多項目選択質

問）の集計とクロス集計（年齢別にみた中高齢者の職

＊キーワード：終身雇用制、労働市場、年収
＊＊関西学院大学社会学部教授
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務遂行能力等を中心としたもの）と自由回答、そして

数量化理論第�類による判別分析である。

そのなかでも判別分析では、中小企業に働く高齢者

が自分の仕事や定年後の問題についてどのような考え

をもっているか、また、高齢者にとってどのような要

因が就業のきめてになっているかをみるために、クロ

ス集計から得られた本人の継続雇用の要因の中心と

なっていた経済的側面についてあわせて検討を行なっ

た。まず以下はその単純集計からみよう。

仕事感と会社・同僚に対する満足度

現在の仕事感については、自分の能力が発揮できる

とする人が全体の５６．６％、６割弱を占める。また、会

社に役立っているは７割を超え、会社の本人の仕事に

対する評価は約３割の２６．４％、仕事満足度は２２．６％、

会社に対する満足度は２４．５％である。同僚に対する満

足度は２０．８％である。（表１）

現在のくらしむき等について

現在の生活等については、くらしむきは大いにとま

あ満足を合わせて４５．３％が満足、健康状態は４３．３％の

人が満足しており、住居は５８．４％が満足感をいだき、

職業人としての誇りは３４％である。レジャー活動をす

る人３４％、家族との人間関係は６７．９％が満足感をもっ

ている。そして、生活の全体満足感は４７．２％である。

以上のように、くらしむきや健康状態はやや満足であ

るが、職業人としての誇りについては３割台で前号の

F社の場合と比べるとその割合は低くなっている。し

かしながら、家族との人間関係については満足してい

る者は６割を超え、その割合は逆に F社よりも高い結

果となっている。（表２）

次に、高齢者の働く意識については、６０歳を超えて

も働けるとする人が４８名で全体（５３名）の９０．６％を占

めている。また、作業条件や労働条件に配慮を加えれ

ば２）６０歳以上も働けるとする人は４３人の８１．１％であ

る。そして、６０歳以降の場合、普通に働けると思われ

る年齢は、６０歳から６４歳まで働けるとする人は３５人の

６６％、６５歳以上が１４人の２６．４％であった。この結果は

F社と同じ傾向である。（表３）

定年退職にそなえて行なうべき事柄について調べた

ところでは以下の様な結果がえられた。定年退職にそ

なえて行なうべきことの３位までの結果をみると、１

位趣味や楽しみをつくるが全体の３７．７％、２位は貯え

の３５．８％、３位は次の仕事にそなえて資格をとるが

３２．１％であった。このように、多くの人が F社の場合

と同じように自分達の先々の生活を考えている結果が

出ている。（表４）

定年退職後の生活については、すぐ仕事につくとい

う人が全体の３７．７％、何らかの仕事につくとする人

３５．８％で、これらの人々の仕事の内容は１ 常勤とし

て働く、１３人（３３．３％）、２ 非常勤、パートの仕事を

する、１２人（３０．９％）、３ 内職の仕事をする、１人

（２．０％）という結果がえられた。このように、何らか

の形で、仕事につきたい人が多いという F社の高齢者

と同じ結果がみられた。そして、次に仕事につく理由

としては、健康によいから１０人（２８．０％）、仕事をする
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自信があるから７人（１９．４％）、働けるうちは働いてい

たから６人（１６．６％）であった。この結果、健康や

働けるうちは働きたいとする考えがうかがえた。（表５）

人事管理の問題については、l 多くの部門を経験さ

せるためとする人、５６．６％、２ 専門知識を高めるた

め、同一部門に長くおく、３０．２％であった。これから

してやはり N社の従業員も F社と同じくゼネラリスト

型の人事管理を望んでいるのではないかと考えられ

る。（表６）

中高年対策の課題についての結果を３位まででみる

と、１位は能力開発、再教育訓練することによって能

力の改善を計るべきとする人、３０．１％、２位は定年後

の生活に対する指導や教育とする人と人事・組織の活

性化とする人、そして健康の増進とする人がそれぞれ
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同率の１７％、３位は再就職のあっせんとする人、１３．２％

であった。N社の従業員は高齢者に能力開発や再教育

訓練することを望んでいる結果となっている。（表７）

職務遂行能力に必要なものはという問いに対しての

回答は、l位 企画力・判断力とする人、４５．３％、２位

知識・理解力とする人、２６．４％、３位 適応力・学

習とする者、９．４％で、高齢者の職務遂行能力としては

企画力や判断力が必要としている。（表８）

定年後の生活のイメージについて、どちらともいえ

ないをのぞいてみると、かなり明るい７．５％とやや明る

い２２．６％、非常に明るい１．９％の合計は３２％、これに対

してかなり暗い５．７とやや暗い１５．１％、非常に暗い３．８％
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の合計は２４．６％で、定年後の生活について暗いとする

人が４人に１人となっている。（表９）

会社の高齢者対策について、どちらともいえないを

のぞいてみると、企業年金制度に満足する人、５．７％、

不満とする人、６０．３％、また、会社の定年年齢（５５歳）

に満足する人、７．６％、不満とする人、５２．８％、再就職

のあっせんに満足する人、７．５％、不満とする人、５１％

で、企業年金制度、会社の定年年齢、再就職のあっせ

ん等いずれも不満を抱いている結果となっている。（表

１０）

ｃ マルチ レスポンス（多項目選択質問）集計

勤労者本人が自分の定年退職にそなえて行うべきも

のの３位までをみると、１位、若いときから趣味や楽

しみをつくっておくとする人１９．６％、２位、貯金や株

券を買って貯えをする人１８．６％、３位、定年後に備え

て何らかの資格を身につけておく人１６．７％である。こ

のように健康的な要因や経済的要因そして資格取得の
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要因をあげている。（表１１）

ｄ クロス集計

表１２は、年齢別にみた定年退職にそなえて行うべき

ことのクロス集計（多重式回答）結果である。これを

みると３０歳台は若いときから趣味や楽しみをつくって

おくとする人が多く、４０歳台は何らかの資格を身につ

けることと、貯金や株券を買って貯えをするものの比

率がそれぞれに高い。５０歳台は貯金や株券を買って貯

えをするとする人の比率が高い。

次に、表１３は中高齢者の職務遂行能力についてケー

ス数％でみると、１位、企画力・判断力、９０．６％、２

位、知識・理解力、５２．８％、３位、適応力・学習１８．８％

となっている。

表１４は年齢別にみた職務遂行能力とのクロス表で、

３０歳台は企画力・判断力、４０歳台は企画力・判断力と

知識・理解力をあげている。

ｅ 年齢を外的基準とした林数量化理論第
類の判

別分析

表１５は多変量解析の結果、図１は外的基準年齢別に

みた要因分析結果である。相関比３）は０．２６５で、判別力

としては２６％を示している。（表１５）次の図１の結果か

ら、年齢３０歳から３９歳と４０歳から４４歳別にそれぞれの
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特徴をカテゴリー・スコア（以下スコア）からみてい

くと、前者の年齢では、現在の仕事、能力発揮ができ

るのそう思わないのスコアが１．５９と最も高く、次いで、

６０歳を超えても働く自信の働けないが１．４２と続き、そ

して、労働条件や作業条件等に若干の配慮を加えれば、

６０歳以上も働けるかの働けないのスコアが０．４８、中高

年者対策の再就職斡旋が０．４７、専門職化の内容での多

くの部門の経験、０．３２、６０歳以降の働ける年齢での６５

歳以上、０．２０の順となっている。

これに対して、後者の年齢は、入社経路の知人等の

紹介のスコアが－０．７８と最も高く、ついで会社勤務年

数の１年から５年未満のスコアが－０．７１、そして、専

門職化の内容では、同一部門に長くが－０．６０、居住地

は市内の－０．５６、中高年者対策の能力開発、再教育訓

練の－０．４１、現在の仕事、能力発揮にはどちらともい

えないの－０．３５の順となっている。

以上のように、N社の高齢者は、現在の仕事や自分

の能力発揮について、また、６０歳を超えても働く自信

があるかどうかについて、二つの年齢層ともに、労働

の内容と仕事への意欲といった要因が判別の基準と
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なっているように思われる。

したがって、高齢者の就業行動については、両社高

齢者は労働条件の内容が左右しているものと考えてよ

いように思われる。
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ｆ 自由回答

N社高齢者は、公的年金制度の問題や安定した老後

の生活がおくれることを望むとしている。

�高齢者への厚生年金制度をこれ以上改悪しないこと

をのぞんでいます。

（製造職 一般社員 ５４歳 中学卒 勤務年数２０年）

�定年から年金受取り迄に空白期間がある会社がまだ

まだ多いと感じる。空白がない社会（会社）が望ま

しい。

（製造職 チーフ ４４歳 中学卒 勤務年数３０年）

�一番肝要なことは「誰もが安定した老後が送れる」よ

うに、不安感が取除けるよう個人も努力し、国・市

町・村（広く社会）もバックアップしていく施策を

採ることである。

現在はその殆どすべてが個人負担になってしまって

いる。

（事務職 事務部長 ５４歳 大学卒 勤務年数１年）

�自分のことは自分で処理するしかない。誰に何を期

待するのですか。もう少し世間の生活の中身をよく

理解する必要があるのでは。

（技術職 マネージャー ４４歳 高校卒 勤務年数

２０年）

�必要もない防衛費に金を使うより老人対策費として

使うべきである。また関係機関ももっと真剣にとら

え、活動すべきである。

（技術職 部長 ３４歳 大学卒 勤務年数１０年）

（以上、原文のまま）

第３章 高齢化社会に向けてあるべき人
事労務管理を考えるための基礎
調査

さて、次に高齢者の人事労務管理を中心に行なった

調査について述べることとする。事例として愛知県中

小企業団体中央会の事例研究をとり上げる。

１ 研究の主題と方法

まずこの研究の中心は、人事労務管理に関するもの

であるが、さらにしぼって少しく論を展開したい。そ

こで使われた研究方法についても述べることとする。

さて、近年、６０歳定年制についての社会的合意は、

ほぼ整ったものとみられるが、近い将来に予想される

我が国の人口構成の急激な高齢化の傾向は、今後の雇

用のあり方を根本的に変更せしめる位深刻な事態をま

ねきかねない。企業は、６０歳定年制の下での安定した

人事労務管理制度を構築、整備することを喫緊の課題１）

としているのであるが、更に引き続いて、定年退職者

に就労の場を提供することが強く要請されることが必

至である。そのために企業は、その時期に備えて、職

務や処遇体系等の再編成について、十分に研究してお

くことが肝要と思われる。

さらに、これを国際的にいえば、すでに、１５年前（１９８１

年）の ILO総会において、企業が労働者の退職後の生

活についてまで介意することが合意されている。にも

かかわらず、我が国の雇用制度の中枢をなす人事労務

管理制度は、現在、改革の真只中にある。

本調査では、これまで数多く行なわれてきた労働者

を中心とした意識調査を踏まえながら、調査対象を高

齢者の雇用に積極的な中小企業経営者もしくは人事担

当者に焦点をあて、彼らがどのように考え、また、ど

のように問題点を捉えているかを考察の対象とした。

したがって、本調査は中小企業の経営者もしくは人事

担当者からみた高齢者の雇用のあり方についての実態

調査というべき性格を持っている。

以上の問題意識の上に立って、高齢化社会に向けて

あるべき人事労務管理についての調査領域とは、�社

会的属性、�雇用条件、�賃金と年金の条件、�雇用

行動、�経営条件の４つである。次に、上記の領域の

調査アイテムと内容について説明する。

�社会的属性

社会的属性は、中小企業の持つ企業的特性であり、

各企業にとっての特徴と考える。たとえば、従業員数、

資本金、創業年等はその企業活動と関連するから経営

条件とかかわりがある。また、５５歳以上の従業員等の

占めるパーセントやパートタイマー等の占めるパーセ

ントはその企業の高齢者の雇用状況ならびに態度を示

すものと考えられる。更に、経営者、人事担当者の年

齢は高齢化社会における企業方針や人事方針のあり方
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と何らかの関連があると考えられる。

�雇用条件

雇用条件では、高齢者雇用の手段や、雇用実態とし

ての定年、その開始時期、雇用保障の有無、雇用保障

の必要性、実施予定、雇用保障形態等が、その企業の

高齢者雇用活動を規定している。したがってこれらの

手段は直接その企業のあり方を反映している。

�賃金と年金の条件

次に、高齢者雇用条件として直接関連のあるのが年

金の問題である。賃金と公的老齢年金および企業年金

を合わせた月収入は高齢者の企業選択を左右する。

�雇用行動－再就職のための専門性と職業訓練

高齢化に伴う企業側の新しい課題として、専門的能

力形成のための教育や定年退職者に対する相談制度や

再就職斡旋、職業訓練等があげられる。ここでは中小

企業の領域においてこれらの新しい制度がどの程度考

えられているかについて検討する。

�経営条件―終身雇用制度は高齢者雇用を妨げるか

終身雇用制度問題は、日本的経営の一つである。我

が国においては主として大企業における日本的経営の

あり方としてこれまでは説明されてきた。しかしこの

問題は、中小企業においても同じことが指摘できるの

ではないかと思われる。

そこで、高齢化社会に向けての人事労務管理を考え

るため、この基礎調査は高齢者雇用の基本的条件につ

いて調べたものである。このための調査対象として、

愛知県中小企業団体中央会をとりあげたことは既に述

べたが、次にその中央会と選択の理由を説明する。

中央会２）は、中小企業等協同組合法に基づいて、全

国に１（全国中小企業団体中央会）、４７の都道府県に各

１（都道府県中小企業団体中央会）が設置されており、

地区内の中小企業団体を会員とする公益性の高い特別

法人で、国・県等と連絡を取りながら行なう中小企業

組織化の指導とその関連事業を主な業務としている。

また、その運営には組織会員からの会費と国・県から

の組織化補助金が充てられている。

この愛知県中小企業団体中央会は、１９５６年（昭和３１

年）１月に設立されて以来、数多くの中小企業組織化

を進め、指導業務には内容に応じて巡回指導員（３４人）、

労働指導員（７人）、商店街指導員（７人）が携わり、

組合等の設立・運営をはじめ経営、税務、労務等の諸

問題についても相談に応じ、中小企業施策の紹介・斡

旋、業界や組合の直面している問題等に関する調査、

新技術・新市場等の開発促進、労働環境の改善、青年

部活動の推進、情報化対策など中小企業に関する様々

な事業を展開してきている。

会員数は１９９６年（平成８年）１月現在で、一種（組

合）１．４４７団体、二種（組合外）２９団体、計１．４７６団体

である。組合構成は、会長１人、副会長６人、専務理

事１人（専従）、常任理事１０人、理事３３人、監事３人、

その他顧問、参与、評議員と事務局として上に述べた

以外の職員が１９人、そして、専門委員会として総務、

税務、労働、金融、流通、環境の各委員会が１５人単位

で構成されている。事務所は、名古屋市、支所が豊橋

市および岡崎市にある。

今回の調査対象協同組合については、愛知県中小企

業団体中央会の振興部、振興課に依頼した。この愛知

県中小企業団体中央会から所属の組合を選び、調査対
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象とした理由は２つある。筆者の行なった先行研究の

場合と同じ規模、内容の中小企業協同組合所属の企業

を比較検討の対象としたことである。今１つの理由は、

前回の調査業種は２社とも製造業であったが、今回は

製造業、御・小売、建設、サービス、運輸と近年の中

小企業組織化の特徴ともいえる異業混合型企業を加え

て考察することにした。

２ 調査実施の概要と分析の方法

調査期間は１９９６年（平成８年）４月１６日（火）から

１９９６年５月３０日（火）までの約１ケ月半で、調査対象

者は愛知県中小企業団体中央会所属企業会員１７２組合で

あった。方法はあらかじめ定めておいた６業種（製造

業、御・小売業、建設業、サービス業、運輸業、異業

混合型企業）から各業種別にランダムサンプリング法

によって対象会社を抽出した。配布回収状況は調査票

の配布回収を各組合単位ごとに行い、最終的に配布総

数は１７２票で、回収票は１２２票となった。有効回収票は

回収票全票の１２２票で有効回収率は７０．９３％である。調

査結果の集計法は有効回収票を数量化し、コーディン

グ・サンプル表にしたがって SPSSバッチジョブ・プ

ログラムを作成し、集計を行なった。集計は項目別単

純集計を全項目にについて行い、フェイス‐シート項

目とその他の項目など必要と考えられる場合は特定項

目間の χ２検定を行なった。なお、回答企業の産業別、

規模別と資本金別、業種別とのクロス集計、およびク

ラスター分析（Rモード）、林数量化理論第�類による

判別分析を行なった。

３ 単純集計

単純集計からその特徴をみることにする。正規従業

員３）の平均年齢は、５０歳台が最も多く、全体の４割を

占めている。企業の従業員数は、２９人以下と３０人から

９９人の小規模企業が三分の一強を占め、資本金は１，０００

万円クラスが最も多い。パートタイマーは、全体の三

分の一強を占めている。このことから、愛知県中小企

業団体中央会に所属する小規模企業は高齢者を多く抱

えていることがわかる。さらに、この点を愛知県中小

企業団体中央会発行の平成７年度の『愛知県中小企業

の労働事情４）』でみると、５５歳以上の高齢者雇用率は

１９．７％で、また、規模別では小規模になるにつれその

比率は高くなり、中小企業で働く労働者の年齢構成が

高齢化していることを示している。次に、定年制と雇

用保障制度では、６０歳が定年である企業が全体の８割

を占め、雇用保障を行なっている企業が６割弱、その

保障年齢は６０歳から６５歳であり、その雇用の具体的形

態は恒常的パートタイマーとして、実質的には定年延

長を計っている。

さらに、生産労働者（標準的には老夫婦２人世帯）の

場合、賃金と公的老齢年金および企業年金を合わせた

月の収入は、３０万円台である。やや古いデータである

が、日本人事行政研究所５）の行なった１９８１年（昭和５６

年）の調査によると、同じ規模の企業での結果をみる

と、その月収入は２０万円台で、この調査年と本調査の

行なわれた時点での貨幣価値を換算してみるとほぼ同

額ではないかと思われる。

中小企業では今後も中高年転職者の採用が、さらに

増えることが推測される。本調査では中途採用は２社

に１社の割合で会社方針としては変わらず、採用理由

としては、本人の専門知識・技能６４．８％が高く、次い

で、職務経験６２．３％となっており、本人の持っている

知識・技能・経験が最も重視されている。今回の調査

の重要な目的一つの専門性の形成については、企業の

方針としては変わらずとして同一部門に長く置くとし

ている会社が５２．５％の半数を超えている。２０２０年に、

中高齢者は総人口の半数を超える見通しである。この

ような点からみると高齢者を採用する中小企業は今後

更に増えるであろう。

次に、再就職のための専門性形成と職業訓練につい

ては、とりわけ、後者の高齢者の職業訓練や相談制度

を実施しており、管理職の知識習得訓練の教育・訓練

の比率の高い（４６．７％）ことが目につく。

最後に、終身雇用制度が高齢者雇用を妨げるかの質

問に対しては、経営者のもしくは人事担当者のうち、

妨げるとしたのは、全体のわずか５．７％であり、一方妨

げないとするは１７．２％、無回答が７７％もあった。従っ

て、この点については、明確な傾向は見出せなかった。

中小企業は大企業に比べて、独自の年功制度があり、

高齢者の本格的雇用をしやすいと考えているのかもし

れない。たとえば、中小企業では人をポストではなく、

専門能力で処遇するという点についてみても、また組

織が柔軟で、経営者の裁量余地が大きいので有利だと６）

か、また大組織になっていないだけ、多様な働き方を

許容する度合いが強いからだとか、個々の高齢者の希

望に従った労働時間の設定がしやすいなどと考えられ

ているのではないだろうか。いずれにしても、これら
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の点についての検討は、今後の課題７）として残される。

以上が単純集計からみた概要である。なお、単純集計

表は紙幅の都合上割愛した。

４ クロス集計

高齢者が雇用条件として最も注意を払うのが月収入

の賃金額といわれている。こではこの月収入を業種別

にみた。図１にそれを示す。これによると、建設業、

製造業、電気・ガス・水道業、運輸・通信業の７業種

３０万円台が最も高く、その割合は４３．３％でおよそ２社

に１社の割合である。これに対して、卸売・小売業、

飲食店、サービス業の４業種では、平均して３０万円台

が５９．５％で半数を超えている。このサービス業種他で

月収入が高い結果になっているついては多くの議論が

あろう。たとえば、労働時間の長さや、労働条件の違

いなどが考えられる。

次に、資本金規模別からみた特徴について述べる。

図２は資本金規模別の従業員数である。これによると、

資本金規模１０００万円未満の企業の従業員数は９９人未満

であり、これに対して、資本金１億円以上では従業員

数は１００人以上となっている。この調査では、中小企業

の基準を平成７年度の中小企業白書８）から、資本金規

模を、大規模と中小規模に二分し、前者の場合は、建

設業と製造業の１億円以上、卸売・小売業の３０００万円

以上、サービス業の１０００万円以上とした。後者の中小

規模の場合は、建設業と製造業の１億円未満、卸売・

小売業の３０００万円未満、サービス業の１０００万円未満と

した。これらの基準から、もう一度、図２のクロス結

果をみると、資本金規模の小さい企業は、中小規模の

サービス業、資本金規模の大きい企業は大規模の建設

・製造業であることがわかる。

近時、高齢者活用のために、「専門職」９）に関する議

論が非常に多い。そこで、ここでいう専門性ついては、

次のように定義づけた。第１には資格保持についてで

ある。たとえば弁護士とか教師等の職業は社会的に認

知された専門職である。これに対して第２のものは、

企業での営業や技術・製造といった比較的明確な専門

的活動である。我が国の場合、大企業ホワイトカラー

でのゼネラリスト型とスペシャリスト型という言葉で

表わしている専門性の概念がある。このように、この

概念を整理した場合、ここで使っている専門性とは、

後者の概念に属している。

今回の調査では、企業側の事務系職員の専門性形成

方針について、検討することを主眼としている。そし

て、これを「多部門」の経験と「同一部門」の経験と

に分け、資本金別にみたものが図３である。人事担当

者の回答によると、規模が大きくなるにつれて、多部

門の経験の比率は減少し、同一部門での経験の比率は

増加しているが、とりわけ中小規模の場合、多部門の

経験の比率が６割と高く、これに対して、大規模の場

合、同一部門の経験の比率が６割と対照的な結果となっ

ている。そして、以上のような専門性形成の方針の将

来像について次に調べたところ、中小規模と大規模と

もにその方針は「変わらない」とする比率が高く、と

りわけ、中小規模ほど「変わらない」とする割合が８

割台となっている。（図４）

図５は再雇用保障の有無について従業員数からみた

ものであるが、その従業員規模を前述の愛知県中小企
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業団体中央会の『１９５５年会員名簿』によってみると、

そこでは９９人未満を中小零細企業とし、１００人から３００

人までを中小企業とした基準を使っている。その基準

でみると、両企業ともに雇用保障が有とする比率が高

い。なかでも中小企業では、その比率は８割台である。

高齢者の雇用保障が進んでいる実態がよくうかがえ

る。

次に、この進んだ雇用保障を近年、いわれている６５

歳までの雇用延長の実施予定の未定をのぞいてみる

と、中小零細企業は５年以内が３１．４％と最も高く、中

小企業では、５年から１０年で実施予定とするものが３１％

と高くなっている。このように両企業で実施予定年の

幅に相違のあることがわかった。（図６）

そこで、前述の単純集計の月収入をここでもう一度

みると月収入額は３０万円台であった。これを５５歳以上

の従業員の占める雇用割合を１０％（１～９％）未満と

１０％以上の企業別にみたところ、いずれの割合ともに

３０万円台の比率が半数を超えていた。（１０％未満

５１．９％、１０％以上５３．４％）（図７）

先の単純集計の特徴でみたように、将来の中小企業

では、中途採用者の増加が予想されている。そこで、

高齢者を抱えた中小企業では、将来の中途採用の実施

予定について経営者の考えを聞いたのが図８である。

これによると、高齢者を一人も採用していない企業（零
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パーセント）を非活用型企業とし、多数の高齢者を採

用している企業を活用型企業（１０％以上）としてみる

と、現在、非活用型企業で採用予定が３５％と高い結果

がみられ、これに対して、活用型企業では、２８．８％と

いう結果がみられる。いずれにしても、今後、非活用

型企業に採用実施予定のあることがみてとれる。最後

に、図９は定年年齢と定年開始年度の状況をみたもの

で、状況は近年の定年延長の実情を反映した結果がみ

られた。すなわち、定年年齢の６１歳から６５歳への延長

は、定年開始が平成になってからであるものが７割を

占め、近年の６５歳までの定年延長という時代の流れを

くみとることができる。

５ クラスター分析（Rモード）

調査項目全体のそれぞれの関連をみるために、フェ

イス－シート８項目１０）と２０質問項目についてクラス

ター分析を行なった。その目的は、後掲の多変量解析

（林数量化理論第�類）での被説明変数を求めることに

ある。図１０はその結果であるが、通例は樹状図１１）（デ

ンドログラム）で示されている。今回はこれをわかり

やすくみるために要約図を作成した。クラスターの意

味は変数間の類似性や非類似性から変数をより少ない

グループに分類することにある。このクラスターの広

がりぐあいとクラスター間の距離が横軸で表わしてい

る。そのまとまりは、大きく３つのクラスターにわけ

られるが、第�のクラスターでは、「非正規従業員（パー

トタイマー）」、「雇用形態である再就職・斡旋の有無」、

「業種」と「月収入の目途」、第２のクラスターでは、「雇

用保障の有無」と「雇用保障の年齢」が、第３のクラ

スターでは、「正規従業員の平均年齢」、「５５歳以上の従

業員の比率」などがまとまっていることがわかる。次

節、多変量解析での被説明変数は以上の結果をもとに

選定された。

さらに、この高齢者雇用項目のクラスター分析の結

果から特徴をみた場合、高齢者雇用と高齢者職業訓練

の有無の項目がかなり強い関連を示し、そのクラスター

の項目数は５４、４４と多く、さらに、職業訓練の内容の

項目の数も５０を超えており、定年退職予定者への配慮
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の中で講習会の開催についての項目も４０となってい

る。

そこで、高齢者雇用については、以上のクラスター

分析の結果から次のような図式（７４頁）にまとめるこ

とができる。

これらの項目は、また、前述のクロス集計において

も、有意な相関がみられたものである。そして、この

クラスター分析での項目間類似性の高い項目について

さらに綿密に調べるために、次の段階として、従業者

数と資本金とを外的基準変数とした、それぞれに「中

小零細企業」と「中小規模」、「大規模」別に林数量化

理論第�類の方法による判別分析を行なった。

６ 従業員数を外的基準変数とした林数量化理論第


類の判別分析

外的基準としての従業者数を外的基準変数とした多

変量解析計測結果がどれだけの判別力をもっているか

を調べるためには、「中小零細企業」と「中小企業」別
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のサンプルスコアの度数分布表と累積度数クラフを用

意せねばならない。

その結果の概略をここで述べておくと、すべてに回

答した計１２２人のサンプルスコアの計測値の度数分布を

もとに、どのように中小零細企業グループと中小企業

グループとがタイプ分けされているかをみる場合の判

別力は６８．８５％で回答グループ内にややかたよりがみら

れたが、判別の精度としてはほぼ良好と推測される。

なお、サンプルスコアの度数分布表等は割愛した。

この結果から、次に、表１の多変量解析の計測結果

と図１１の説明変数の要因分析をみる。まず、表１にあ

る相関比は、０．３２２７で判断力はおおむねあることがみ

られ、これは、従業者数を外的基準として６つの説明

変数で約３２％の確率で説明できることを示している。

そこで、次の図１１の説明変数の要因分析から中小零細

企業の示している特徴をカテゴリー・スコア順にみる
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と、雇用保障実施時期「５年以内」が最も高く、次い

で、中途採用実施予定は「増やしたいと今後は採用し

たい」が続いている。そして、スコアの値は小さいが、

雇用保障年齢は、６６歳から７０歳である。

これに対して、中小企業に作用しているスコアでは、

６５歳までの雇用形態の「フルタイマー」のスコアが最

も高く、次いで、雇用保障実施時期の「５年から１０年

後」のスコアが続き、そして雇用保障年齢は、６０歳か

ら６５歳、、中途採用予定の「減らしたいと今後採用の

予定なし」、となっている。

これらのことから中小零細企業経営者は、雇用保障

実施の時期は５年以内と考えており、その年齢は６６歳
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から７０歳というかなりの高齢までを考え、中途採用者

を今より増やしたいとしている。これに対して、中小

企業では、雇用形態はフルタイマーの雇用を重視し、

雇用保障実施の時期は５年から１０年後という長い期間

で、その年齢は６０歳から６５歳までとしている。又、中

途採用実施予定については、減らしたいとしている。

説明変数の影響率の順位と偏相関係数の結果から、

次に高齢者雇用は、どのような要因によって中小零細

企業と中小企業を判別しているかについてみることに

する。まず、影響率と偏相関係数の３位まででみると、

第１位が雇用保障の実施時期で影響率は３１．７％、偏相

関係数０．３６１、第２位は６５歳までの雇用でそれぞれ

２４．９％と０．３６１、第３位は中途採用の実施予定について

であってそれぞれ１５．２％と０．２２０である。この結果から

推測できることは、中小零細企業と中小企業の判別は

高齢者雇用の労働条件に関する内容に関する要因であ

ることがわかる。以上の結果から、上述の関連図式は

ほぼ説明できるものと考えられる。

７ 資本金を外的基準変数とした数量化理論第
類

の判別分析

この結果は表２、図１２に示す。まず、７つの説明変

数の判断力は７９．５０％で、この比率はいくら以上であれ

ば分析が可能であるという基準１２）はないのだが、経験

的に述べるとそれが７５％以上あるのがよいとされ、こ

の点からみるとかなりのよい精度であるといえる。つ

まり、経営者や人事担当者の１００人に７９人ほどは、大規

模企業か中小規模企業かをかなり的確に推測できる結

果になっている。

次の相関比１３）０．３８２３については、資本金を７つの説

明変数で３８％の確率で説明できること１４）を示してい

る。そして、ここでは資本金の大規模企業か中小規模

企業かを決める要因を表２にあるレンジの大きさ１５）か

らみると、「業種」の値（１．７３５）が最も高い。そこで、

業種は判別の基準となるが、大規模企業と中小規模企

業の特徴については、次の図１２の説明変数の要因分析

からみると、大規模企業は、定年年齢は「５０歳から６０

歳」で、雇用の形態は「フルタイマー」、月収入は３０万

円台から４０万円台の線であり、中途採用の実施予定と

しては、中途採用を「減らしたい」とし、専門性形成

の方針変更の有無では、「変えるつもり」であるとし、

その業種は「建設業や製造業」ということになる。

これに対して、中小規模企業では定年年齢は６１歳か

ら６５歳で、雇用形態はフルタイムでなく、月収入は「２０

万円台」となっている。また、中途採用の実施予定に

ついては、「増やしたい」と「変わらない」であって、

専門性形成の方針変更の有無では、「変わらない」とし、

その業種は「サービス業」、「卸・小売業」となる。こ

のように、大規模企業では、本調査の一つの目的であ

る専門性形成方針について変更のあることがうかが

え、逆に、中小規模企業では、変わらないとしている

ことが対照的である。

日本人事行政研究所の示す今後の人事労務管理の方

針によると、多くの企業が高齢化社会を迎えて方針を
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変えるとし、教育訓練や自己啓発が必要であるとして

いる。たしかに調査対象企業とサンプル総数は異なる

けれど、今回の調査でも、すでにみてきたように、高

齢者の活用方法として、教育訓練や自己啓発といった

労働条件に関する内容の問題が指摘されており、これ

らは今日の一つの方向性を示唆しているものと思われ

る。

付記

この調査に関しては、愛知教育大学教授 竹内登規

夫氏、愛知中小企業団体中央会振興部振興係課長後藤

正宣氏に多くのご協力をいただいたことを感謝した

い。また、調査票の集計、データ解析の作業は、社会

学部１９９６年度牧ゼミ卒業生で、現在、名古屋大学国際

開発研究科生の竹内規彦君に協力を得たことをあわせ

て記しておきたい。

第４章 むすび

我が国の高齢者の雇用は、急速な人口高齢化に対す

る対応を企業に迫ることは必定である。すでに前８４号

で述べたように、カナダの事例研究や日米の比較研究

の結果によると、雇用政策と年金政策のあり方、高齢

者の就業又は早期退職を捉える上で重要であることが

わかっている。さらに、雇用保障制度が高齢者の就業

に影響があることも明らかにされている。

今後、我が国のこれらの人々の就業行動については、

これらの諸点を参考にしなくてはならない。また、高

齢者の現状の雇用問題については、高齢者の再教育と

再訓練が今後重視されねばならないことが今回の調査

から判明した。このように、これらは企業経営者の高

齢者に対する再投資に関する企業システムの改革であ

り、我が国の産業構造との関連で、今後、さらに議論

を重ねる必要がある。

本調査結果からは、中小企業に働く高齢者の職業意

識や労働意識について、これまでの多くの調査結果と

同じく大変に旺盛である一方、定年退職後の生活のイ

メージが非常に暗いこともわかった。換言すると、そ

れは生活の不安にかかわるものであって、企業や社会

の、とりわけ政治の責任が重いことが推察された。

働くこと自体についての結果では、年齢別（６０歳前

半層と後半層）に一定のパターンがみうけられた。す

なわち、両年齢層には、労働の内容や働けるかどうか

といったことがそこに働く者の意識の中に共通して存

在していた。

一方、経営者や人事担当者の意識には、高齢者の雇

用の処遇について、一定のパターンのあることがうか

がえた。すなわち、中小企業のなかでの大規模と中小

規模の２つのカテゴリーに別けて考察したように、両

者に大きな差がみうけられた。

すなわち、職業専門性については、これまでのゼネ

ラリスト型を大規模型では変えるべきとし、これに対

し、中小規模型では、変えないでこれまでのやり方を

存続するという姿勢がうかがえた。また、雇用の形態

面については、中小規模型では、高齢者集団（６０歳台

後半層）が多く、労働形態はパート型が多いのに対し

て、大規模型ではフルタイム型となっている。

以上の結果から、我が国の中小企業では、高齢化社

会に備えて高齢者雇用やその活用について、中小企業

なりの対応をしようとしている側面がうかがえた。

おわりに、平成８年版の労働白書１）によると、人材

育成と能力利用を通じた経済構造の変化過程の中で、

人口高齢化に対応した職業開発の課題として、高齢者

の職業能力開発、６０歳定年を基盤とした６５歳までの継

続雇用を考えて、そのマンパワーを企業内で有効に活

用する必要性、早い段階から能力開発を行なうことな

どが必要とされるなどが指摘されている。さらに、離

職者に対してその就業ニーズに応じた適切な能力開発

を行なうことによって円滑な再就職を実現をするなど

もあげられている。

これらは、本調査結果と矛盾するものではなく、ま

た、今後の責務の中に再教育と再訓練という視点が導

入されなければならないことを示唆している。
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An Empirical Study of an Aging Society
and Labor Problems (�)

ABSTRACT

This paper examines the labor problems of an aging society in Japan. An impor-

tant part of the research for maintaining prosperity in an aging society will involve

encouraging people to work longer by making it financially more attractive for them

to do so.

Key words: Lifetime Employment System, Labor Market, Annual Income
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